
保健医療計画と高齢者保健福祉計画等との整合性について

（在宅と介護の按分）

令和５年度第２回相模原地域地域医療構想調整会議
資料４



〇 県では今年度中に「第８次保健医療計画」および「第９期高齢者保健福祉計
画」を策定することとしている。また、市町村においても今年度中に「介護保
険事業計画」の策定が予定されている。

〇 各計画では、今後の在宅医療や介護保険施設等の整備目標等を掲げることと
しているが、それぞれの計画で目標数の整合を図る必要がある。

〇 また、目標数の整理に当たっては、「神奈川県地域医療構想」（平成28年10
月策定）における「在宅医療等の必要量」との整合も求められている。

概要

地域医療構想における追加的需要に係る目標数の整理に当たっては、国通知に
より「協議の場」で議論することが求められており、本県では「地域医療構想調
整会議」の場を活用していることから、本日は、計画に盛り込む「在宅医療・介
護サービス」(Ｂ)及び「介護施設等」(C)の目標数（在宅と介護の按分）につい
て、協議をお願いしたい。なお、今回の結果は基準病床数の算定には影響しない。
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〇 神奈川県地域医療構想を策定（平成28年）した際、構想区域ごとに令和７年（2025

年）における「在宅医療等の必要量」を推計した。

〇 なお、推計に当たっては、国から下記のイメージが示されたことから、それに基づき

整理を行った。
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１. 地域医療構想における「在宅医療等の必要量」について

※「在宅医療等」とは、外来医療、在宅医療、介護保険施設、特定施設入居者生活介護、認知症共同生活介護及びその他
介護サービスが含まれている。以下同じ。

【地域医療構想における「在宅医療等の必要量」の考え方】

平成28年当時
の現状

将来のイメージ

療養病床の入院患者

②＋③

現時点で在宅医療を

受けている患者

在宅医療等の必要量 ※

（①＋⑤＋④＋②＋③）

①

医療区分１の

うちの70％

⑤

地域差解消分

一般病床の入院患者

④

一般病床の入院患者の

うち、医療資源投入量が

175点未満の患者



〇 下記のイメージ図のうち、「療養病床の入院患者」の一部（①＋⑤）、また、「一般病床の入院

患者」の一部(④)については、国の政策誘導（地域医療構想による病床の機能分化・連携）に伴い

生じる「在宅医療等の新たなサービス必要量（以下、「追加的需要」という）」として、県と市町

村等の協議の場を経て、在宅医療・介護サービスの整備目標に反映することとされた。
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２. 在宅医療等の新たなサービス必要量（追加的需要）について

「追加的需要」という。
（①＋⑤＋④）



平成29 平成30年 令和元年 2 3 4 5 6 7 8年度

第７次 保健医療計画

第７期 介護保険事業計画 第８期 介護保険事業計画 第９期 介護保険事業計画

第８次 保健医療計画

一般病床入院患者のうち、医療資源

投入量が175点未満の患者（④）

療養病床入院患者のうちの一部

（①＋⑤）

地域医療構想

３． 追加的需要に対応する在宅医療等の考え方について
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「追加的需要」
（④＋①＋⑤）

【追加的需要に対応する在宅医療等の国の考え方】

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ａ 「外来医療」が受け皿となる分

Ｂ 「在宅医療、介護サービス（在宅サービス・居住系サービス）」が受け皿となる分

Ｃ 「介護医療院、老人保健施設、特別養護老人ホーム」が受け皿となる分

Ｄ 「介護医療院、老人保健施設、特別養護老人ホーム」が受け皿となる分（施設転換分）

〇「追加的需要」については、地域医療構想の策定時に、令和７年(2025年)の推計を行っているが、

その際、国から、「在宅医療」及び「介護」への振り分けにおける考え方が示された。



平成29 平成30年 令和元年 2 3 4 5 6 7 8年度

第７次 保健医療計画

第７期 介護保険事業計画 第８期 介護保険事業計画 第９期 介護保険事業計画

第８次 保健医療計画

外来医療が受け皿となる分

在宅、介護が受け皿となる分

地域医療構想

３． 追加的需要に対応する在宅医療等の考え方について
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【追加的需要に対応する在宅医療等の国の考え方】

Ａ

Ｄ

Ａ 「外来医療」が受け皿となる分 数値の把握が可能

Ｂ 「在宅医療、介護サービス（在宅サービス・居住系サービス）」が受け皿となる分 Ｂ＋Ｃの合計数とし
て把握が可能Ｃ 「介護医療院、老人保健施設、特別養護老人ホーム」が受け皿となる分

Ｄ 「介護医療院、老人保健施設、特別養護老人ホーム」が受け皿となる分（施設転換分） 数値の把握が可能

Ｂ(在宅)とＣ(介護)の内

訳について、地域医療構

想調整会議で協議し、そ

れぞれの計画に反映させ

る。

（＝在宅と介護の按分）

Ｂ

Ｃ



４. 「在宅と介護の按分」についての協議①
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○ 在宅と介護の按分は、データに基づき検討する必要がある。

○ 本県では、第７次保健医療計画の中間見直し時、ＫＤＢデータを活用して協議を行った。

【第７次保健医療計画（中間見直し時）の整理】

「療養病棟（医療区分Ⅰ）から退院した患者」について、退院後の在宅医療利用者数と

介護施設入居者数の比率を算出（３か月後、６か月後、12か月後の３パターンで算出）

し、どのパターンを用いて按分を行うか、地域医療構想調整会議で協議を行った。

〇 なお、第７次保健医療計画の中間見直し時は、ほぼすべての地域で「退院後６か月後」の

按分結果を用いて按分することとした。

【在宅と介護の按分における考え方：第７次保健医療計画（中間見直し時）】



４. 「在宅と介護の按分」についての協議②
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〇 ＫＤＢデータを活用して「療養病棟（医療区分Ⅰ）から退院した患者」について、退院後の
在宅医療利用者数と介護施設入居者数の比率を算出。

〇 協議にあたっては、退院後３か月、６か月、12か月の３パターンの算出結果をお示し、前回
と同様に、「退院後６か月の数値で按分」することを基本として協議を行う。

【第８次保健医療計画における本県の考え方（案）】

二次保健医療圏 協議結果

横浜 退院後６か月の数値で按分

川崎北部 退院後６か月の数値で按分

川崎南部 退院後６か月の数値で按分

相模原 退院後12か月の数値で按分

横須賀・三浦 退院後６か月の数値で按分

二次保健医療圏 協議結果

湘南東部 退院後６か月の数値で按分

湘南西部 退院後６か月の数値で按分

県央 退院後６か月の数値で按分

県西 退院後６か月の数値で按分

【参考】各地域での協議結果（第７次保健医療計画（中間見直し時））
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＜在宅医療・介護サービス対応部分の按分（案）＞

・案の１：「退院後６か月」の数値を用いて按分した場合

市町村
追加的需要のうち、

Ｂ＋Ｃの計

６か月後の数値 按分結果（案）

在宅 介護 うち在宅医療 うち介護施設等

相模原市 324.68 67  44 195.98 128.70 

（単位：人／日）

４. 「在宅と介護の按分」についての協議③

（単位：人／日） （単位：人）

※端数処理により合計が合わないことがある



市町村
追加的需要のうち、

Ｂ＋Ｃの計

３か月後の数値 按分結果（案）

在宅 介護 うち在宅医療 うち介護施設等

相模原市 324.68 76 47 200.61 124.06 

10

・案の２：「退院後３か月」の数値を用いて按分した場合

４. 「在宅と介護の按分」についての協議④

※端数処理により合計が合わないことがある

（単位：人／日）（単位：人／日） （単位：人）

・案の３：「退院後12か月」の数値を用いて按分した場合

市町村
追加的需要のうち、

Ｂ＋Ｃの計

12か月後の数値 按分結果（案）

在宅 介護 うち在宅医療 うち介護施設等

相模原市 324.68 22 14 198.41 126.26 

（単位：人／日）（単位：人／日） （単位：人）



５． 今後のスケジュール
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○ 本日の協議結果を踏まえ、今後、県計画や市町村計画における目標数の検討・整理を進める。

時期 項目

令和５年10月
第２回地域医療構想調整会議
（医療と介護の体制整備に係る協議の場）

令和５年12～令和６年１月 改定計画素案に対するパブリック・コメント

令和６年１～２月 第３回地域医療構想調整会議

令和６年２月 かながわ高齢者保健福祉計画評価・推進委員会

令和６年３月
神奈川県医療審議会、保健医療計画推進会議
神奈川県社会福祉審議会
（改定計画の決定）

【スケジュール】



〇 「追加的需要」を在宅と介護に振り分けるに当たり、ＫＤＢデータを用いた

按分結果を３パターン（退院後３か月、６か月、12か月の患者状況）でお示し

した。

〇 どのパターンも直近の実態を表していることから、事務局としては前回同様

に退院後６か月の按分で整理することを基本に考えているが、ご意見があれば

お伺いしたい。

※ なお、今回の結果は基準病床数の算定には影響しない。

ご意見をお伺いしたい事項

12



説明は以上です。
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